
 

 

 

情 個 審 第 １ 号  

 令和６年４月４日  

 

 茨城県教育委員会 

 教育長 森作 宜民 殿 

 

茨城県情報公開・個人情報保護審査会   

委員長 亀田 哲也   

 

   行政文書不開示決定に対する審査請求について（答申） 

 

 令和５年８月１４日付け教総諮問第１号で諮問のありました下記事案について、別紙の

とおり答申します。 

 

記 

 

 「特定の個人の問合せに係る回答及び問合せに対する確認内容等」不開示決定（存否応

答拒否）に係る審査請求事案 

 

（情報公開諮問第２１２号） 

（情報公開答申第１８０号） 
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第１ 審査会の結論 

   実施機関が行った不開示決定（存否応答拒否）は、妥当である。 

 

第２ 諮問事案の概要 

 １ 行政文書の開示請求 

   令和４年１１月１日、審査請求人は、茨城県情報公開条例（平成１２年茨

城県条例第５号。以下「条例」という。）第５条の規定に基づき、茨城県教

育委員会（以下「実施機関」という。）に対し、次のとおり行政文書の開示

の請求（以下「本件開示請求」という。）をした。 

 

（１）審査請求人より令和○年（○○○○年）○月○日付、茨城県教育長宛

てに送付した問合せについての回答及び実施機関にて確認した内容。 

（２）第三者が○○○○裁判所○○支部へ提出した○○号の証明書作成に関

し、関係者に事情聴取した上で作成した一切の文書。 

（３）第三者が○○○○裁判所○○支部へ提出した○○号の証明書作成に係

る本人からの申出関係書類及び証明書発行に当たる起案関係文書。 

 

 ２ 実施機関の決定及び通知 

   令和４年１１月８日、実施機関は、本件開示請求に係る行政文書（以下

「本件行政文書」という。）について、次のとおり特定を行った。 

 

（１）審査請求人より令和○年（○○○○年）○月○日付、茨城県教育長宛

てに送付した問合せについての回答及び実施機関にて確認した内容。 

（２）第三者が○○○○裁判所○○支部へ提出した○○号の証明書作成に関

し、関係者に事情聴取した上で作成した一切の文書。 

（３）第三者が○○○○裁判所○○支部へ提出した○○号の証明書作成に係

る本人からの申出関係書類及び証明書発行に当たる起案関係文書。 

 

   その上で、実施機関は、条例第１１条第２項の規定に基づき、本件行政文

書の存否を明らかにしないで不開示決定（以下「本件処分」という。）を行

い、令和４年１１月８日付け教総指令第３３号により、審査請求人に通知し

た。 

実施機関は、当該通知において、本件処分の理由として、本件行政文書の

存否を答えること自体が、個人からの問合せや個人の裁判の有無等、特定の

個人を識別することができる情報を開示することとなり、条例第７条第２号

の規定により不開示とすべき情報を開示することになるので存否を答えるこ

とはできないが、仮に当該文書が存在するとしても、同号の規定により不開
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示となる文書である旨を示した。 

 

 ３ 審査請求 

   令和５年２月３日、審査請求人は、本件処分の取消しを求めて、行政不服

審査法（平成２６年法律第６８号）第２条の規定に基づき、実施機関に対

し、審査請求（以下「本件審査請求」という。）を行った。 

 

第３ 審査請求人の主張の要旨 

 １ 審査請求の趣旨 

本件処分を取り消し、開示するよう求める。 

 

 ２ 審査請求の理由 

   審査請求人の審査請求書、反論書及び再反論書における主張は、おおむね

次のとおりである。 

 （１）条例第７条第２号の該当性について 

   ア 審査請求書における主張 

     個人の識別についてはマスキング等を行うことで処理できる。 

     本来、日時や時間及び管理監督職員の情報については、個人情報に該

当しないものである。 

   イ 反論書における主張 

     弁明書では、条例第７条第２号（１号の間違いではないかと思われ

る。）を根拠に、特定個人の識別情報であるから不開示情報と主張して

いるが、第三者及び○○校長は公務員であり、押印及びその調査結果

は、職務の遂行に係る情報であり、不開示情報に当たらない（同条第１

号ウ）ことは明らかである。 

   ウ 再反論書における主張 

   （ア）実施機関は、再弁明書において、審査請求人より令和○年（○○○

○年）○月○日付、茨城県教育委員会教育長宛てに送付した問合せに

ついての回答及び茨城県教育委員会にて確認した内容（以下第２及び

第４において「存否情報１」という。）について、「特定の個人の氏

名及び当該個人が茨城県教育委員会教育長宛に問い合わせを行った事

実の有無を開示することとなるから、条例第７条２号に該当する。」

と主張している。 

      しかし、ここでいう「特定の個人」とは、開示請求者である審査請

求人を指していると考えられ、「特定の個人」に含まれない。開示請

求者の情報が含まれることを根拠に開示を拒否することは矛盾であり

情報公開の制度を否定するに等しい。 
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      また、開示請求者は自己の情報が開示されることについて同意して

いるので、開示を拒否する実質的な理由もない。 

      なお、「特定の個人の氏名」をマスキングすることによっても目的

は達成できるので、少なくとも条例第８条により部分開示をすべきで

ある。 

   （イ）実施機関は、再弁明書において、第三者が○○○○裁判所○○支部

へ提出した○○号の証明書作成に関し、関係者に事情聴取した上で作

成した一切の文書（以下第２及び第４において「存否情報２」とい

う。）について、「特定の個人の氏名及び当該個人に関し茨城県教育

委員会において証明書の作成等を行った事実の有無を開示することと

なるから、条例第７条２号に該当する。」と主張しているが、ここで

いう「特定の個人」とは、○○号証の名宛人を意味しているものと解

される。 

      しかし、同名宛人は公務員であり、当該公務員が職務の遂行の過程

で作成したものである場合には、宛名自体も条例第７条第２号ただし

書ウの例外規定に該当する。 

      また、○○号証は茨城県教育委員会を代表する者の押印はないので

あるから、これを開示しても「茨城県教育委員会において証明書の作

成等を行った事実の有無を開示することとなる」ことにはならず、情

報開示を拒否する理由にはならない。 

      なお、名宛人である「特定の個人の氏名」を全てマスキングするこ

とによっても目的は達成できるので、少なくとも条例第８条により部

分開示をすべきである。 

   （ウ）実施機関は、再弁明書において、第三者が○○○○裁判所○○支部

へ提出した○○号の証明書作成に係る本人からの申出関係書類及び証

明書発行に当たる起案関係文書（以下第２及び第４において「存否情

報３」という。）について、「特定の個人の氏名及び当該個人に関し

当該個人が茨城県教育委員会教育長宛に申出を行った事実を開示する

こととなるから、条例第７条２号に該当する。」と主張しているが、

「特定の個人の氏名」をマスキングすることによっても目的は達成で

きるので、少なくとも条例第８条により部分開示すべきである。 

 （２）情報存在の事実について（審査請求書） 

    ○○○○○の校長印の押印行為は勤務内の行為であり、業務の一環であ

る。そして、本件において、○○○○○の校長印が事実と異なる○○○○

○○○○○に押印されていたことは動かせない事実である。この点につい

て、教育委員会は、教職員の任命権者（地方教育行政の組織及び運営に関

する法律（昭和３１年法律第１６２号）第２１条第３号）として懲戒処分
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等（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２９条）を司る機関で

あるから、教育委員会の調査がないということはあり得ない。 

事実、令和○年○月○日、○○○○○○○○○○○○○での裁判時に、

担当裁判官、第三者らの代理人弁護士、審査請求人の代理人弁護士、審査

請求人での四者協議において、第三者らの代理人弁護士は、第三者は校長

と共に○教育委員会に聞き取り調査を受け、大変迷惑していると言ってい

た。 

なお、令和○年○月○日に、第三者らの代理人弁護士より、審査請求人

の代理人弁護士事務所へ、第三者が勤務先から事情を聞かれた旨等が記載

された文書の送付があった。 

以上より、教育委員会の調査があったことは疑いようがなく、調査をし

た以上、必ず文書を残さなければならない。 

したがって、文書の存在は推定されており、文書がないというのであれ

ば、教育委員会側がその立証責任を負う。 

よって、条例第１条の趣旨に鑑み、条例第７条からすると実施機関の行

った本件処分は相違がある。 

地方公務員法第３２条及び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２

条により、地方公務員及び地方公共団体は法令等を遵守しなければならな

い。○○○○○の校長印の無権限使用は、刑法（明治４０年法律第４５

号）第７条、同法第１５５条及び同法第１５８条に該当するのではない

か。 

審査請求人は、あくまでも第三者が○○○○裁判所○○支部へ提出した

証明書の発行に至るまでの事務手続（押印手続状況）や調査結果について

の開示を求めるものである。 

裁判での訴訟、係争に関しては問題外であると考える。本裁判について

は、○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○確定したもの

である。 

本件開示請求の趣旨は、簡潔なものである。茨城県の○○○○○の校長

印が押印されている文書について、第三者が平成○○年○月○日付けで○

○○○裁判所○○支部へ提出した押印処理（文書管理）がもっぱら行われ

ているのかを危惧するものである。 

審査請求人は、犯罪や事件が発生する可能性を大きく感じ、また、適正

な学校運営及び県政運営に支障をきたすものと考え、情報の開示を求める

ものである。 

 （３）条例第１０条の該当性について（反論書） 

    弁明書は、条例第１０条を根拠に文書の存在を明らかにせずに開示を拒
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否しているが、同条は、不開示情報であることが前提である。上記（１）

で述べたとおり、本件行政文書は不開示情報ではないのであって、同条を

根拠に開示を拒否するのは誤りである。 

 

第４ 実施機関の主張の要旨 

   実施機関の弁明書及び再弁明書における主張は、おおむね次のとおりであ

る。 

 １ 弁明の趣旨 

   本件処分に、違法又は不当な点はないと考える。 

 

 ２ 本件処分の理由 

（１）条例第７条第２号の該当性について 

   ア 弁明書 

     条例第７条第２号は、本文前段において、「個人に関する情報（事業

を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって、当該情報に含

まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別すること

ができるもの」については、不開示情報として、開示すべき情報から除

外することを定めている。 

     審査請求人は、開示請求書に審査請求人を含む特定個人の氏名を記載 

して本件開示請求を行っていることから、対象行政文書が存在すること 

又は存在しないことを前提として開示・不開示の判断をした場合、特定

の個人の教育委員会に対する問合せや、特定の個人と○○○○裁判所○

○支部とのやり取りがあったという事実の有無（以下「本件存否情報」

という。）が明らかになると認められる。すなわち、本件存否情報は、

「氏名（中略）その他の記述等により特定の個人を識別することができ

るもの」であり、同号の不開示情報に該当すると認められる。 

   イ 再弁明書 

   （ア）審査請求人は、「弁明書では、茨城県情報公開条例７条２号（１号

の間違いではないかと思われる）」と主張しているが、本件開示請求

は、令和４年１１月１日に行われたものであり、当時の条例が適用さ

れ、当該不開示情報に係る根拠条文は、条例第７条第２号である。 

   （イ）また、審査請求人は、第三者及び○○校長は公務員であり、押印及

びその調査結果は、職務の遂行に関わる情報であり、不開示情報に当

たらないことは明らかであると主張している。 

      しかし、存否情報１は、その存否を明らかにすることで、特定の個

人の氏名及び当該個人が茨城県教育委員会教育長宛てに問合せを行っ
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た事実の有無を開示することとなることから、条例第７条第２号に該

当する。 

      また、存否情報２は、その存否を明らかにすることで、特定の個人

の氏名及び当該個人に関し実施機関において証明書の作成等を行った

事実の有無を開示することとなることから、同号に該当する。 

      そして、存否情報３は、その存否を明らかにすることで、特定の個

人の氏名及び当該個人が茨城県教育委員会教育長宛てに申出を行った

事実の有無を開示することとなることから、同号に該当する。 

   （ウ）また、上記第３の２（１）イの公務員の職務の遂行に関わる情報で

あるという審査請求人の反論については、当該情報に該当する場合に

は条例第７条第２号ただし書ウにより開示となるものであるが、上記

（イ）のとおり、存否情報１ないし３は、公務員の職務の遂行に係る

情報ではなく、同号ただし書ウには該当しない。 

 （２）条例第１０条の該当性について（弁明書） 

    条例第１０条は、「開示請求に対し、当該開示請求に係る行政文書が存

在しているか否かを答えるだけで、不開示情報を開示することとなるとき

は、実施機関は、当該行政文書の存否を明らかにしないで、当該開示請求

を拒否することができる。」と規定している。 

    上記（１）アのとおり、本件存否情報は、条例第７条第２号の不開示情

報に該当し、本件行政文書の存否を答えるだけで、同号の不開示情報を開

示することとなることが認められる。 

    以上により、実施機関が条例第１０条の規定により本件行政文書の存否

を明らかにしないで行った本件処分は、妥当である。 

    なお、審査請求人は、「教育委員会の調査があったことは疑いようがな

く、調査をした以上、必ず文書を残さなければならない。したがって、文

書の存在は推定されており」と、本件行政文書の存在を前提とし、「個人

の識別についてはマスキング等を行うことで処理できる。」、「日時や時

間及び管理監督職員は個人情報に該当しない」等と主張するが、既に述べ

たとおり、本件開示請求は、同条の規定に基づき、本件行政文書の存否を

明らかにせずに本件開示請求を拒否すべきものであることから、審査請求

人のこれらの主張は失当である。 

 

 ３ その他 

   審査請求人は、その他種々主張しているが、いずれも上記の判断を左右す

るものではない。 

 

第５ 審査会の判断 
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   当審査会は、本諮問事案について審査した結果、次のように判断する。 

 １ 本件行政文書について 

   本件行政文書は、仮に存在するとすれば、次の文書であると認められる。 

  （１）審査請求人が令和○年（○○○○年）○月○日付けで茨城県教育委員

会教育長宛てに送付した問合せに対する回答及び実施機関において確認

した内容（以下「本件行政文書１」という。） 

  （２）第三者が○○○○裁判所○○支部へ提出した○○号の証明書作成に関

し、関係者に事情聴取した上で作成した一切の文書（以下「本件行政文

書２」という。） 

  （３）第三者が○○○○裁判所○○支部へ提出した○○号の証明書作成に係

る本人からの申出関係書類及び証明書発行に当たる起案関係文書（以下

「本件行政文書３」という。） 

 

 ２ 本件処分の妥当性について 

 （１）条例第７条第２号該当性について 

   ア 条例第７条第２号（なお、同号は、個人情報の保護に関する法律等の

一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例（令和４年茨城県条例第３

７号）による条例の改正により、現在では、同条第１号となっている

が、以下においては、本件処分時のまま、「第２号」と表記することと

する。）においては、個人に関する情報であって、当該情報に含まれる

氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができ

るもの（他の情報と照合することにより、特定の個人を識別することが

できることとなるものを含む。）又は特定の個人を識別することはでき

ないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあ

るものについて、不開示情報であるとされ、同号ただし書アないしウに

該当する情報については、不開示情報から除くこととされている。 

   イ これを本件についてみるに、まず、仮に本件行政文書１ないし３が存

在しているとすれば、本件行政文書１ないし３に記載されている情報

は、条例第７条第２号本文の個人に関する情報であって、当該情報に含

まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別すること

ができるものに該当すると認められるか否かについて検討することとす

る。 

   （ア）本件行政文書１について 

      本件開示請求書の記載から、仮に本件行政文書１が存在していると

すれば、本件行政文書１には、特定の個人である審査請求人が茨城県

教育委員会教育長宛て問合せをしたという事実の有無及びこれに対し

茨城県教育委員会教育長が特定の個人である審査請求人宛て回答を行
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ったという事実の有無が明らかになる情報（以下「本件存否情報１」

という。）が記載されていると認められる。 

      そして、本件存否情報１は、特定の個人である審査請求人を識別す

ることができるものであるから、条例第７条第２号本文の個人に関す

る情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等

により特定の個人を識別することができるものに該当するものと認め

られる。 

      この点について、審査請求人は、上記第３の２（１）ウ（ア）のと

おり、開示請求者の情報が含まれることを根拠に開示を拒否すること

は矛盾であり情報公開の制度を否定するに等しい旨主張するが、情報

公開制度は、何人に対しても等しく開示請求権を認めるものであり、

開示請求者が誰であるか、開示請求者が開示請求に係る行政文書に記

録されている情報について利害関係を有しているかどうか等の個別的

事情によって開示又は不開示の決定が影響されるべきものではないと

解されているから、上記の審査請求人の主張は採用できない。 

   （イ）本件行政文書２について 

      本件開示請求書の記載から、仮に本件行政文書２が存在していると

すれば、本件行政文書２には、特定の個人である第三者が自己の○○

○○○○に係る文書を○○○○裁判所○○支部に提出したという事実

の有無及び特定の個人である第三者の○○○○○○に関して関係者に

事情聴取が行われたという事実の有無が明らかになる情報（以下「本

件存否情報２」という。）が記載されていると認められる。 

      そして、本件存否情報２は、特定の個人である第三者を識別するこ

とができるものであり、条例第７条第２号本文の個人に関する情報で

あって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特

定の個人を識別することができるものに該当するものと認められる。 

   （ウ）本件行政文書３について 

      本件開示請求書の記載から、仮に本件行政文書３が存在していると

すれば、本件行政文書３には、特定の個人である第三者が自己の○○

○○○○に係る証明書を○○○○裁判所○○支部へ提出したという事

実の有無及び当該証明書の作成について勤務先に申出を行ったという

事実の有無が明らかになる情報（以下「本件存否情報３」という。）

が記載されていると認められる。 

      そして、本件存否情報３は、特定の個人である第三者を識別するこ

とができるものであり、条例第７条第２号本文の個人に関する情報で

あって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特

定の個人を識別することができるものに該当するものと認められる。 
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   ウ 次に、本件存否情報１ないし３が、条例第７条第２号ただし書のアな

いしウに該当するか否かについて検討することとする。 

   （ア）条例第７条第２号ただし書ア該当性について 

      本件存否情報１ないし３については、法令の規定により又は慣行と

して公にされ、又は公にすることが予定されている情報であるとは認

められないことから、条例第７条第２号ただし書アには該当しない。 

   （イ）条例第７条第２号ただし書イ該当性について 

      本件存否情報１ないし３については、人の生命、健康、生活又は財

産を保護するため、公にすることが必要である情報とは認められない

ことから、条例第７条第２号ただし書イにも該当しない。 

   （ウ）条例第７条第２号ただし書ウ該当性について 

      本件存否情報１ないし３については、たとえ審査請求人及び特定の

個人である第三者が公務員であったとしても、本件存否情報１ないし

３そのものは、公務員の職務の遂行に係る情報であるとは認められな

いことから、条例第７条第２号ただし書ウにも該当しない。 

   エ 上記アないしウのとおりであるから、本件存否情報１ないし３は、条

例第７条第２号の不開示情報に該当すると認められる。 

 （２）条例第１０条該当性について 

    条例第１０条においては、開示請求に係る行政文書が存在しているか否

かを答えるだけで不開示情報を開示することになるときは、実施機関は、

当該行政文書の存否を明らかにしないで、当該開示請求を拒否することが

できるとされている。 

    これを本件についてみるに、上記（１）のとおり、本件存否情報１ない

し３は、条例第７条第２号の不開示情報に該当すると認められるところ、

本件行政文書１ないし３が存在しているか否かを答えることは、本件存否

情報１ないし３を開示することとなると認められる。 

    よって、実施機関が、条例第１０条の規定により本件行政文書１ないし

３の存否を明らかにしないで行った本件処分は、妥当であると認められ

る。 

 

 ３ 審査請求人のその他の主張について 

   審査請求人のその他の主張については、上記の判断に影響を及ぼすもので
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はないと判断する。 

 

 ４ 結論 

   以上により、「第１ 審査会の結論」のように判断する。 

 

第６ 審査会の処理経過 

本件審査請求に係る審査会の処理経過は、次のとおりである。 

 

年   月   日 内         容 

令和５年 ８月１４日 諮問受理 

令和６年 １月２９日 審査（令和５年度第１１回審査会第一部会） 

令和６年 ３月２７日 審査（令和５年度第１４回審査会第一部会） 

 


